
恵庭下水終末処理場へのハイブリッドＰＰＡ導入
に係るサウンディング型市場調査の結果概要

令和5年4月18日

恵庭市水道部下水道課

1.調査概要

恵庭市は、昨年6月にゼロカーボンシティを目指すことを宣言し、温室効果ガス排

出量を実質ゼロにするために全力で取り組むこととしています。

恵庭下水終末処理場は、当市所管施設の中でも多くの電力を消費する施設であり、

率先して温室効果ガス排出量を削減する取組みを行う必要があります。

以上を踏まえ、恵庭下水終末処理場が有する未利用資源を活用したオンサイトＰＰ

Ａの実現可能性について、アイデアやノウハウを持つ民間事業者の皆様と直接対話し、

実現に向けて諸条件を整理するため、この調査を行いました。

2.調査（対話）の経過

3.参加の状況

4.対話の内容

内容 時期

対話募集通知 令和 4年12月15日

対話参加受付 令和 4年12月15日～令和 5年 1月20日

対話の実施 令和 5年 2月 8日

追加対話の実施 令和 5年 2月 9日～令和 5年 3月 9日

参加数

1者

ＰＰＡ事業の実現性について

・恵庭下水終末処理場の敷地及び資源を活かしたＰＰＡ事業は、特に太陽光発電について現
在の電力単価と同等以下で購入することができるものと想定され、実現性がある。
小水力発電及び小風力発電については、太陽光発電に比べ、建設費用が高いため、電力購
入単価も高くなり、実現には課題がある。

ＰＰＡの事業期間について

・発電設備の耐用年数等を考慮した場合、運転期間として２０年が妥当である。



蓄電池の導入可能性について

・現時点で想定している太陽光の発電規模では、下水終末処理場の時間当り電力消費量を上
回る発電量にまで至らないものと判断されるため、余剰分の貯蓄を目的とする蓄電池の必
要性は低いが、地域貢献や地域防災力向上を目的とした停電時における周辺住民向けのス
マホ、ラジオ等の充電機能として、自立運転システムや小型蓄電池等の必要性は高く、Ｐ
ＰＡ事業による実装が期待できる。

太陽光発電による光害対策について

・企画提案時に太陽光の反射シミュレーション結果の提出を求めることにより、事前に隣接
地への影響を把握し、光害の防止を図ることが望ましい。

リスク分担について

・昨今は、社会情勢の変動等による物価高騰や資材調達困難が想定されることから、それら
を踏まえた適切なリスク分担を図ることが特に必要である。

5.まとめ

今回の調査にて恵庭下水終末処理場の敷地等を活用したＰＰＡ事業の実現可能性を確

認することができました。対話にご協力頂いた事業者へ感謝申し上げます。

今後につきましては、ＰＰＡ事業の事業化に向けて、以下のスケジュールで取り進め

ることを予定致します。

令和5年 9月頃 公募型プロポーザル実施要領等の公表

9月～11月頃 公募

11月頃 審査等

〇問い合わせ先

恵庭市 水道部 下水道課 計画担当：佐藤

E-mail ： gesuidou@city.eniwa.hokkaido.jp

tel ： 0123-33-3127


